株式会社日本総合研究所
	2017年度　わが国企業のESG側面の取組み質問票


最初に、下表へのご記入をお願い致します。本調査の内容に関するお問い合わせや、弊社からのご報告の際のご連絡先とさせていただきます。
▼0_1
	貴社名
	     

	銘柄コード
	     


▲0_1
▼0_2
	ご担当者名
	     


▲0_2
▼0_3
	ご担当部署名
	     

	郵便番号
	     


▲0_3
▼0_4
	ご連絡先住所
	     


▲0_4
▼0_5
	お電話番号
	     


▲0_5
▼0_6
	メールアドレス
	     


▲0_6
	本質問票は、企業のESG（環境・社会・ガバナンス）に関する取組みが長期的な業績や競争力に密接に関係するとの考え方の下、貴社におけるESGのお取組みを業績や競争力向上に繋げている（あるいは繋げようとされている）事例をお伺いすることを主目的としています。
本調査の構成は、「第1章．はじめに」、「第2章．業績・競争力に貢献するESG取組み」、「第3章．コーポレートガバナンス・コードへの対応」の３つの構成になっています。上記に述べた通り、本質問票では、全設問にご回答を頂く必要はございません。「第1章 はじめに」含め、ご回答いただける設問のみのご回答、もしくは、貴社のお取組みに関わりのある設問について、ご回答を頂きますようお願い申し上げます。



第１章．はじめに
	第1章では、現在貴社が実施されているESGに関する情報開示の方法と、ESGの取組みに関する取材の可否について、お伺いさせて頂きます。


1-1. ESGに関する情報開示の方法 
貴社が、ステークホルダーに対してESGの取組みに関する情報を開示している媒体をご選択ください。（複数選択可）
▽1
統合報告書
CSR報告書（環境報告書含む）
アニュアルレポート
その他
△1
▼1_1

	     


▲1
1_2
1-2. ESGの取組みに関する取材への対応
ESGの取組みに関して、弊社からの取材を受けていただくことは可能でしょうか。ご選択ください。
▽2
ESGの取組みに関する取材を受けることは可能である
ESGの取組みに関する取材については、検討することは可能である
ESGの取組みに関する取材は原則として受け付けていない
その他
△2
▼1_3
	     


▲1_3
第２章．業績・競争力に貢献するESG取組み
	第2章では、貴社のステークホルダー（従業員、サプライヤー、コミュニティ）への配慮の取組みと貴社の社会的課題の解消に資する製品・サービス（下記の例参照）、それらの取組みを通じた業績・競争力向上に関する内容をお伺いします。


2-1. 従業員への配慮
貴社では、働き方改革に関する取組み（例：副業・兼業の推進、テレワーク等多様な働き方の容認）を実施していますか。「はい」とご回答された場合は、取組みの内容と、取組みを通じて実感している効果や今後期待している効果を可能な範囲で教えてください。
はい
△3
▼3_3_1
	①-1取組み内容
     


	①-2実感している効果や今後期待している効果
     


	②-1取組み内容
     


	②-2実感している効果や今後期待している効果
     



いいえ
2-2.サプライヤーへの配慮
サプライヤーに関する取組みで、現在注力している取組みと、実感している効果や今後期待している効果をご選択ください。
①-1注力している取組み（単一選択）
直接取引のあるサプライヤー先の抱える環境問題への配慮（例：ISO14001導入支援）
直接取引のあるサプライヤー先の抱える社会問題への配慮（例：労働環境の改善支援）
直接取引のないサプライヤー先の抱える環境問題への配慮（例：原材料調達に関わる環境負荷軽減）
直接取引のないサプライヤー先の抱える社会問題への配慮（例：海外委託工場における人権配慮）
その他
	     


4_14_2
①-2実感している効果や今後期待している効果（複数選択）
自社や自社製品のブランドイメージ向上　高品質の維持　新たな製品・プロセスの開発　
進出先における操業コストの低減　その他
△3
▼3_3_1
	     


1▲3_4_8
2-3. コミュニティへの配慮
コミュニティに関する取組みで、現在注力している取組みと、実感している効果や今後期待している効果をご選択ください。
①-1注力している取組み（単一選択）
▽11
NGOへの支援（寄付など）NGOとの共同プロジェクト実施　従業員のボランティア活動支援
　その他
△11
▼3_5_1
	     


▲3_5_13_5_2
　　　　①-2実感している効果や今後期待している効果（複数選択）
新製品・サービスの開拓　新規販路や顧客の開拓　事業所周辺住民との関係維持・改善　
自社や自社製品のブランドイメージ向上　将来の自社の人材及びサプライヤー候補の育成
その他
△11
▼3_5_1
	     


3_5_23_5_4▲2_2
2-4. 製品・サービスを通じた社会的課題の解消
①-1製品・サービスの名称及び具体的な内容
貴社の製品・サービスのうち、社会的課題の解消に特に貢献していると思われるものについて、主なものをご記入ください。なお、現在開発されている製品・サービスでも構いません。
＊社会的課題の解消に資する製品サービスの例（あくまでも一例となりますので、ご回答箇所には、貴社が社会的課題に貢献されていると認識されている製品・サービスをご記入ください。）
なお、ここでは、事業プロセスにおける環境問題や社会問題への配慮は含まれません。具体的には、今後の注力事業について、貴社のお考えをお聞かせ下さい。
例１）環境問題に貢献するための太陽光発電技術、水処理技術、廃棄物リサイクル技術
例２）介護問題への対応に向けた介護施設の運営、介護食、介護人材の育成サービス
例３）女性の社会進出対応に向けた託児所の運営、家事代行サービス、学童保育
例４）途上国における生活環境の改善に向けた低価格な栄養補助食、低価格な医薬品
▼2_4_1
	     


▲4 _1
▲2    _4_2①-2国連の持続可能な開発目標（SDGs）との関連性の開示
前問でお答えいただいた製品・サービスは国連の持続可能な開発目標（SDGs）の達成との関連で開示されていらっしゃいますでしょうか。「はい」とご回答された場合は、その媒体（CSR報告書のページ数やウェブアドレス等）をご記入ください。
はい
△3
▼3_3_1
	     



3_3_1　　　　　　　いいえ
2-5.生物多様性の保全に貢献する事業展開
ここでは、生物多様性の保全に貢献する事業展開についてお伺いします。下記の「生物多様性保全に資する事業展開の例」を参考に、貴社のお取組み内容を具体的にご記入ください（製品・サービスについては、いつごろから市場に投入されているものなのか、あるいは現在、研究開発段階のものなのか、などの情報についても可能な限り併記をお願いします。）。
▼4_6
	     


▲4_6
＊生物多様性保全に資する事業展開の例として、以下のものが挙げられます。
①生物多様性保全に配慮した養殖関連技術や植林事業　②遺伝子工学研究に関連する機器・試薬
③自然復元関連技術　④水処理技術・バラスト水処理技術　⑤生態系への影響に配慮した機器類　
⑥生態系観測・研究に必要な技術　⑦環境負荷の低い農業・食品事業　
⑧生物多様性の普及啓発に関わる事業（動物園、水族館運営等）
第３章．コーポレートガバナンス・コードへの対応
	第3章では、2015年6月1日から適用が開始されたコーポレートガバナンス・コードへの対応に関連してお伺いします。


3-1. 経営陣の報酬に対するESGに関連する業績指標の反映
経営陣の報酬決定にあたり、ESGに関連する定量的な指標を反映する仕組みがある場合、その内容をご記入下さい。
① ESGに関連する定量的な指標の名称・内容
（例：温室効果ガス排出量の売上高原単位、従業員満足度に関する指数、労働安全に係る強度率/度数率、顧客リピーター率、など）
	     


② 上記指標の経営陣の報酬への反映手順・方法
（例：顧客担当役員の報酬のうちの2割は、従業員満足度に関する指数の多寡により決定される仕組みになっている。）
	     


3-2. 取締役会評価
コーポレートガバナンス・コードは、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行うこと（取締役会評価）を要請しています。貴社において取締役評価を実施している場合、評価の実施主体（実施者）として、あてはまるものを全てご選択ください。（複数選択）
各取締役が自己評価を行っている
社外役員が取締役会全体の評価を行っている
第三者機関（外部の専門会社、等）に実施を委託して取締役会全体の評価を行っている
	（第三者機関の名称をご記入ください）     


その他△3
	     


3-3. 株主からの意見・懸念に対する対応
コーポレートガバナンス・コードは、株主との対話において把握した株主からの意見・懸念を、自社の経営幹部や取締役会に対して適切かつ効果的にフィードバックすることを要請しています。
貴社において、株主との対話を通じて得られた株主の意見・懸念を踏まえて、実際に貴社の活動に反映させた事例があれば、可能な範囲で具体的にご記入下さい（ESGに関連する内容に限ります。）。
	     


自由記述欄
以上で本質問票の設問は終了です。
今後の質問票作成において参考にさせて頂きますので、質問票に対するご意見、ご感想があれば以下にご記入下さい。
▼5
	     


〔本調査に関するお問い合わせ先〕


※ ご質問、お問い合わせがございましたら、下記までご遠慮なくお寄せください。


宛先： 〒141－0022東京都品川区東五反田2-18-1　


大崎フォレストビルディング


株式会社 日本総合研究所　ESGリサーチセンター


電話： 03-6833-6565（担当者：黒田・小島）


e-mail： � HYPERLINK "mailto:csr-enq@ml.jri.co.jp" �csr-enq@ml.jri.co.jp�
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